大津圏域地域体制強化共同支援加算の算定に関して　
＜対象＞

指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所

＜趣旨＞

運営規程において、地域生活支援拠点等であることを定めていることを、市町村長に届け

出た指定特定相談支援事業所又は指定障害児相談支援事業所が、計画相談支援対象障害者等

の同意を得て、計画相談支援対象障害者等に対して、指定基準第 2 条第 3 項に規定す

る福祉サービス等を提供する事業者のうちいずれか 3 者以上（２）と共同して、在宅での療

養上必要な説明及び指導を行った上で、協議会に対して、文書により当該説明及び指導の内容を報告した場合、計画相談支援対象障害者等 1 人につき 1 月に 1 回を限度

として所定単位数を加算する。

＜手続＞

加算の対象となる会議を行った場合は、別途定める内容を記録する。5 年間保存。

市の求めに応じて提出。

＜留意点＞

（１）計画相談支援対象障害者等

計画相談支援給付費又は障害児相談支援給付費の支給決定を受けた者

（２）指定基準第 2 条第 3 項に規定する福祉サービス等を提供する事業者のうちいずれか 3

者以上

保健、医療、福祉、就労支援、教育等のサービスを提供する事業者のうち 3 者以上（当該

相談支援事業所を除く）

（３）協議会

大津市においては、地域自立支援協議会地域生活支援拠点運営会議に報告するものとする。

（４）文書

別紙（参考様式）「地域体制強化共同支援 記録書」 

（５）加算の算定方法

加算のみの請求が可能。地域自立支援協議会に報告を行ったことをもって、請求

ができる。

当該加算は、計画相談支援対象障害者等に支援を行う相談支援事業所のみが算定できるが、

その他の支援関係者の業務負担も評価するものであるため、その他の支援関係者が支援等に

要した費用について、相談支援事業所が負担することが望ましい。
（６）記録の内容

（４）で協議会に報告した内容と同等のもの
大津市地域体制強化共同支援 記録書案
１．基礎情報
	報告先の（自立支援）協議会名：大津市障害者自立支援協議会
報告年月日：令和○○年○○月○○日

	共同支援に係る会議の
開催年月日・開催時間・開催場所
	開催年月日：○○年○○月○○日
開催時間：○○：○○～○○：○○
開催場所：

	担当計画相談支援事業所名：
担当相談支援専門員（氏名）：


２．利用者情報
	利用者氏名
	

	生年月日
	

	障害名
	

	所持している手帳
	

	障害支援区分
	

	障害状況に関する特記事項
（医療的ケア・行動障害等）
	

	居住地（学区まで）
	

	通所先・通勤先
	

	家族状況
	

	短期入所の利用状況
	

	ヘルプの利用状況
	

	次の住まいの場の希望
	


３．会議の目的と内容に関して
	会議の目的
	① 個別課題の解決 ② 地域課題、ニーズの把握③ 横断的な連絡調整 
④ 地域づくり・資源開発⑤ 地域生活支援拠点等の運営への提案
⑥ その他（具体的に）

	会議の出席者
	

	会議の内容

	①利用者の支援の経過

②利用者の支援上の課題

③②の課題への対応策

（協議会への提案等を含む）

④地域課題・ニーズの現状

	会議の結論
	

	支援課題
	


３．特記事項
	


